




リチウムイオン電池は、黒
鉛粉末がリチウムイオンを吸
蔵と放出することで、充電と
放電を行います。リチウムイ
オン電池は、他のタイプの電
池と比較してエネルギー密度
が高いため、電気自動車や携
帯電話など多くのバッテリー
に用いられています。

炭素製品関連

リチウムイオン電池負極材

事業概要

 事業概況  事業の見通し
2022年は、前年に引き続き半導体不足による自動
車生産の調整がおこなわれました。車載用電池の生
産減により、負極材の販売が低調だったことに加え、
エネルギーコストが増加した結果、売上および利益
は前連結会計年度に比べて減少しました。

リチウムイオン電池市場の拡大に伴い、負極材需
要は右肩上がりとなると見込まれますが、安価な中
国製負極材の攻勢により、市場シェアの獲得競争は
激化しています。当社では、新規需要先の確保にも
取り組みつつ、高品位な負極材提供を継続していき
ます。

リチウムイオン電池は、電気自動車に使われて
います。特に負極材は、電池の品質向上に欠か
せない重要な材料の一つであり、当社の製品は、
次世代を担う産業の主要材料として活躍してい
ます。

用途紹介

たとえば電気自動車などのバッテリー負極材
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炭化けい素繊維「ニカロン」
は、セラミックスの高い強度と
弾性率、高温大気中での安定性
と繊維のフレキシブルな形状を
持ち合わせたユニークで優れた
材料です。この「ニカロン」を
セラミックスや金属との複合材
料にすることによって、既存の
材料では実現できなかった特性
を発現させることが可能になり
ます。

炭化けい素関連

炭化けい素繊維

 事業概況  事業の見通し
世界的な経済活動の回復と行動規制の緩和により、
航空産業は需要回復に転じています。主要顧客にお
ける在庫調整の進展に伴い、売上は前連結会計年度
と比べて増加しました。一方、エネルギーコストの
増加と生産調整による生産効率の悪化により、利益
は前連結会計年度に比べて減少しました。

炭化けい素繊維を使う最先端複合材は、既存の素
材よりも燃費を大幅に改善するといわれています。
今後も航空産業の成長が見込まれる中、カーボン
ニュートラル社会に向けて、炭化けい素繊維を使う
最先端複合材の用途は拡張されつつあり、将来的な
市場の成長に伴う需要拡大を見込んでいます。

炭化けい素繊維「ニカロン」は、千数百℃の高
温大気中においても安定した性質を保つ材料で
す。この繊維とセラミックスとの複合材は、航
空機のエンジン部品として採用され、機体の軽
量化だけではなく、部品の耐久性および燃費性
能の大幅な向上を可能にしています。

用途紹介

たとえば航空機の最先端エンジン部品素材
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不浸透黒鉛「レスボン」は、
人造黒鉛に特殊な合成樹脂を圧
入して作られます。人造黒鉛は
化学薬品に対する優れた耐食性、
良好な熱伝導性と耐熱性に加え、
高い気密性を兼ね備えた製品で
す。大部分の化学薬品に対して
耐食性を示す「レスボン」を用
いた熱交換器や吸収装置などは、
多くの化学プラントで使用され
ています。

その他

産業機器

事業概要

 事業概況  事業の見通し
化学工業をはじめとする基礎産業において、計画

的な設備投資が行われたため、熱交換器の需要は
前年に引き続き堅調なものとなりました。また、
一般産業機器の製造販売も好調に推移したことか
ら、売上および利益は前連結会計年度に比べて増
加しました。

産業機器の需要は、大きな変動はなく、今後も堅
調に推移すると見込んでいます。一方で、製造にか
かる資材やエネルギー価格の動向は、社会情勢によっ
て上昇する可能性もあると考えています。社会情勢
に左右されない強固な生産基盤を確立するため、今
後も製造原価の見直しに努めてまいります。

石油化学工業では、合成樹脂、合成繊維原料、
合成ゴムなどの多種多様な化学製品が製造されま
す。カーボンは、化学薬品に対する優れた耐食性、
良好な熱伝導性と耐熱性に加え、高い気密性を有
しているため、石油化学プラントの熱交換器等に
使用され、厳しい条件下で危険な化学薬品を取り
扱う工場の安心と安全を支えています。

用途紹介

たとえば石油化学製品の製造装置部品
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当社は、常に新しいカーボン
製品や材料開発に挑戦し、多様
化する市場ニーズに応える製品
の研究開発を推進しています。
現在、環境問題や省エネルギー
化を背景に、カーボンの用途は
拡大の一途をたどっています。
このような環境を踏まえ、現有
技術の他用途への展開、強みを
持つ市場での新たな製品の創出
を目指し、研究開発を積極的に
進めてまいります。

研究開発 

 事業概況  事業の見通し
当社の研究所は、既存製品の持続的成長を支え、
新たな事業領域を生み出し続ける“イノベーション機
能 ” として存在しています。研究所が中心となって、
大学などの研究機関、政府・地方公共団体や民間企
業と様々な情報を連携し、各事業所の技術部門と協
調しながら、独自の開発を進めております。

2022度の研究開発費は369百万円となりました。
具体的な活動内容として、省エネルギーや自動車の
電動化関連産業などにフォーカスし、カーボンニュー
トラル社会の実現に向けた新製品開発を進めており
ます。また、お客様の多岐にわたるニーズにお応え
するため、既存製品の高性能化およびコストダウン
につながる新たな技術の開発も行っております。
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社員一人ひとりが持てる能力を存分に発揮し、誇りとやり甲斐を持って仕事が進められる企業を
実現します。

社会への取り組み

人権方針
　事業活動を行ううえで、直接または間接的に人権
に影響を及ぼす可能性があることを理解し、ビジネ
スに関わるすべての人々の人権を尊重する姿勢を明
確にするために、「日本カーボン人権方針」を定め、人
権尊重の取り組みを推進しております。

1. 基本的な考え方　
　「国際人権章典」、国際労働機関（ILO）「労働における
基本的原則及び権利に関する宣言」等の人権に関する
国際規範を支持、尊重します。また、国際連合「ビジネス
と人権に関する指導原則」に則り事業活動を行います。
具体的には、基本的人権の尊重と人種・国籍・性別・宗教・
信条等による差別・ハラスメント・暴力の禁止、ダイバーシ
ティの推進、児童労働の禁止、強制労働（人身取引を含
む）の禁止、不合理な移動制限の禁止、各地の法令に則
した結社の自由と団体交渉権の尊重、従業員に対する法
定賃金以上の賃金の支払い、過重労働の防止と適切な
休日の付与、労働安全衛生の確保、労働災害の未然防
止、およびプライバシーの保護に取り組んでおります。
2. 適用範囲
　当社のすべての役員と従業員に適用します。また、
当社のビジネスパートナーに対しても、人権の尊重に
努めていただくよう働きかけていきます。

人権の尊重

人材確保および育成
人材育成の考え方
　性別、国籍などを問わず多様な人材を採用し、自ら
高い目標を掲げ、障害があっても意欲的に取り組み、
達成に向けやり通す人材育成を目指しております。
　また、組織や世代を超えたコミュニケーションを促
進し、自らの考えを自由に発言できる企業風土を醸成
することで、企業活動の活性化と会社目標の達成につ
なげております。

教育制度
当社では、新入社員研修から上級管理職研修まで、年代
や役職に応じて、幅広い階層別研修プログラムを用意
しています。また、職務によって必要となる免許や国家
資格などを取得するための教育制度の他、現状の経営
環境を踏まえ、これから先予測される事態に対応でき
る人材を育成する課題別教育制度や社員自身の希望に
応じて外部教育を受けられる制度も導入しています。

3. 人権デュー・デリジェンス
　人権への負の影響を特定するため、人権デュー・デ
リジェンスの仕組みを構築および実施するように努
めます。事業活動が人権への負の影響を引き起こした
こと、または、助長したことが明らかになった場合に
は、そのような影響を防止し、または軽減するように
努めます。
4. 啓蒙活動
　役員・従業員が、人権に関する国際規範に対する理
解を深め、人権に関する諸問題に適切に対応できるよ
う、啓蒙活動を継続的に行います。
5. ステークホルダーとの対話　
　人権に対する取り組みについて当社ウェブサイト
等を通じてステークホルダーにお伝えします。また、
一連の取り組みにおいて、外部専門家からの人権に関
する専門知識を活用し、事業活動により人権に関する
影響を現に受け、または受ける可能性がある従業員、
サプライヤー等のステークホルダーとの対話を行い
ます。
6. 適用法令の遵守等
　事業活動に適用される国・地域の法令を遵守しま
す。国際的に認められた人権と各国の法令に矛盾があ
る場合には、国際的な人権の原則を尊重する方法を追
求します。
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ダイバーシティ・インクルージョンの考え方
当社では、変化の激しい市場環境に柔軟かつスピー

ド感を持って対応できる事業体制を構築すべく、女
性、外国人、様々な職歴を持つ方など、多様な人材の採
用・起用を積極的かつ継続的に行っております。また、
各人の保有する能力や特長を活かすための職場環境
の整備も進めております。管理職の選考基準について
も、性別や新卒・中途採用の区別がない基準としてい
ます。

女性活躍
女性活躍目標として、女性管理職数を2030年に

2021年度の倍にすべく、管理職候補層である総合職
採用に精力的に取り組んでいます。

両立支援
当社では従業員の仕事と子育てに関する「一般事業

主行動計画」を以下の通り定めています。具体的には
「男性の子育て目的の休暇の取得率の向上」や「育児
休暇の取得回数制限の緩和」を目標として定め、達成
できるよう取り組みを進めています。

管理職

主幹職
事務技術職
技能職

主幹職
事務技術職
技能職

新入社員研修

一
般
資
格
取
得・通
信
教
育

語
学
研
修

階層別教育 職能別教育 課題別教育 自己啓発

安
全
衛
生
研
修

職
種
別
専
門
研
修

資
格
取
得
研
修

コミュニケーション
研修

eラーニング研修
・ ハラスメント
・ 倫理法令遵守
・ インサイダー取引
・ 下請法
・ 内部通報制度
  など

工場実習

フォローアップ研修

係長研修

初級管理職研修

部課長研修

初
級

階層別の教育

階層ごとの「求められる役
割」「あるべき姿」に則した
教育制度です。

自己啓発

本人の希望に応じて外部教
育を受けられる制度です。

課題別教育

時代の変化、社会の要請、会
社運営上の課題等に応じ
て、繰り返し行う研修です。

職務別の教育

職務によって必要な免許や
国家資格、工場運営上必要
な資格などを取得するため
の教育制度です。

教育制度

ダイバーシティ・インクルージョンの推進
次世代育成支援対策推進法に基づく行動計画

1. 計画期間　
2021年 6月 1日～2023年 5月 31日までの
2年間

2. 内容

目標1   男性の子育て目的の休暇の取得率の向上
➡  小学校入学前までの子を持つ男性社員の10％
以上

＜対策＞
● 2021年7月　　   制度に関するパンフレットを

作成し社員に配布

目標2   育児休暇の取得回数制限の緩和

➡  法定以上の制度設計

＜対策＞
● 2021年6月～　   社内ニーズを調査し、制度の

拡充検討開始
● 2022年3月～　  労働組合との協議
● 2022年12月　　制度変更
● 2023年3月～　  制度導入
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働き方改革（ワークスタイルイノベーション
等）の考え方
　当社は、本社を含めた事業拠点の機能のありかた
を見直し、永続性のある強い企業体質への改善を目
指しています。また、業務効率の向上やストレスフ
リーな社内環境を目指し、福利厚生や休日休暇、教育
体制などの整備にも力を入れています。産休・育休・
介護休の取得や、ブランクからの復帰も積極的に推
進しています。全社員が先入観や枠組みにとらわれ
ずに活躍・成長できるよう、ワークライフバランスに
配慮した職場環境の実現に努めてまいります。

働きやすい職場の土台づくり
当社では、働きやすい職場を作るために、以下の休

暇制度を設けています。

休暇制度一覧
● 有給休暇：取得率61.03％、平均取得日数11.9日

（2022年度実績）
● 育児休業：取得者数6人（過去5年間実績）
● 介護休業：取得者数0人（過去5年間実績）

働きやすい職場環境の実現
また、社内アンケートで、職場の雰囲気について聞
いたところ、「アットホーム」「個性豊か」「風通しがい
い」がトップ3に挙がりました。

職場の雰囲気を一言で言うと？

育児・介護と就業の両立支援制度
当社は、育児・介護を行う社員が働き続けられるよ
う、就業との両立支援に力を入れております。出産し
た女性社員のほぼ全員が、産前産後休暇を取得して
おり、出産休暇後、育児休業も取得しております。男
性社員の育児休業については、2021年6月より実施
している行動計画に基づき、男性の子育て支援を進
めております。また、育児・介護を行う社員のために、
フレックスタイム制や時短勤務を導入しています。

安全衛生管理体制

報告

報告

調査・審議

調査・審議

中央安全衛生委員会執行役員 執行役員 執行役員 執行役員

委員長（議長）

委員 委員 委員 オブザーバー 中央安全衛生委員会分科会
主査（議長）

委員 委員 委員 オブザーバー

報告 調査・審議
社長

指示

工場
工場長

職制 報告

中央安全衛生委員会執行役員 執行役員 執行役員 執行役員

委員長（議長）

委員 委員 委員 オブザーバー

報告 調査・審議
社長

指示

工場
工場長

職制

取締役会

倫理法令遵守委員会

倫理法令遵守統括室

中央安全衛生委員会

事業所安全衛生環境委員会

総括安全衛生管理者（事業所長）
安全管理者（選任）
衛生管理者（選任）
安全衛生推進者
産業医

労働組合代表

労働安全衛生の維持・向上
安全衛生管理方針
当社では、労働災害を防止するため、総合的な対

策の推進を通じて、事業場における従業員の安全と
衛生の確保を目指しています。また、快適な作業環
境の形成を目的とし活動する、中央安全衛生委員会
を設けています。中央安全衛生委員会では、毎年、安
全衛生に関する全社的年度方針や災害防止・疾病防
止、安全衛生意識の普及などについて、調査・審議を
行っています。

安全衛生管理体制
当社では、安全衛生活動を行う組織を体系化し、効率

的な組織運営を実施するため、社長または執行役員を委
員長とする中央安全衛生委員会を設置しています。

アットホーム

24.4%

個性豊か

22.0%
風通しがいい

19.5%

その他

社会への取り組み
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中央安全衛生委員会
中央安全衛生委員会は、当社の労働災害の防止、快

適な作業環境の構築に向けた総合的な対策を推進し
ています。

2022年中央安全衛生委員会方針
1. 安全意識の向上
①  安全第一を意識した取り組みの強化とフォロー
および啓蒙 
（ 管理職・スタッフ・職長・協力会社リーダーの
当事者意識と責任感の向上）

② 安全教育の強化
●  入社・配転時の安全教育の確実な実施と作業
における実践状況フォロー 
（未熟練者および外国人労働者の安全教育）
●  自職場設備と作業の安全確保および教育 
（管理職・スタッフ・配転者へのリスクアセス
メントを用いた教育推進および担当職場の 
設備機能・安全装置教育）

2. 安全先取活動の強化
①  リスクアセスメントの有効活用と現場への定着
（ リスクアセスメントで抽出されたリスク対策
再点検等による災害・ HH未然防止の推進）
（ 管理的対策項目から工学的対策への積極的な
改善推進）　 ※RAパトロール項目削減

（  RAパトロールによる危険個所・危険行動の認
識共有と改善）

② 危険予知活動の強化
●  作業前KY・TBM活動の徹底 
（非定常作業も必ず実施）

③  3S活動定常化による4S定着

3. 健康・衛生管理の推進
①  健康診断結果フォロー及び 2次検診受診の
徹底

② 快適な職場環境への取り組み
●  長時間労働防止のための時間外・休日出勤
管理の徹底

●  感染症対策の取組継続
③  高齢作業者体調管理の推進

●  体力消耗、集中力持続低下軽減対策の推進
（休憩、補給等）

安全衛生活動
　中央安全衛生委員会の活動として、管理職および
スタッフ向けに、安全衛生に関する各種法令や日常
管理に関する勉強会を開催しています。とりわけ、若
年層や経験の浅い従業員に関しては、中央安全衛生
委員会が独自に作成した「新・安全衛生のしおり」を
活用し、労働災害の未然防止に努めています。
　また、感染症拡大防止の観点も踏まえ、衛生意識の
向上につながる取り組みを継続して実施しています。

安全衛生管理対策
　当社では、「中央安全衛生委員会方針」に基づいた
活動を推進しています。各工場の中央安全衛生委員
を中心として、各方針についてどのように運用する
か活動計画を作成し、実行しています。
　また、中央安全衛生委員会は、各工場の安全管理体
制・安全活動の実施状況に関して安全監査を実施し
ています。安全衛生活動が不十分の場合は、改善計画
や教育記録の継続的な提出を求める管理対策を実施
しています。

工場における安全衛生活動
当社工場では、「中央安全衛生委員会方針」を受け、
労働災害の防止、従業員の安全・健康の確保と近隣住
民の生活環境に配慮した活動の推進のため、活動内
容や運用方法を明確にする「工場安全衛生環境管理
規定」を定めています。また、工場長を主催者とする
「工場安全衛生環境委員会」を毎月開催し、安全衛生
に関する報告・審議を行うとともに、その結果を工場
全体へ周知しています。
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※ 日本カーボン株式会社単体（休業4日以上）
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環境ポリシー
当社は『環境理念』に基づき、環境パフォーマンスを

維持し、その改善に結び付けられるように環境管理シ
ステムを構築し改善するための原動力となるべく『環
境ポリシー』を定めております。

環境管理体制の充実・強化
環境保全活動を行う組織を体系化し、環境マネジ

メントシステムの維持・向上を図り、環境に配慮した
企業活動を展開します。

環境法規制の遵守
環境に関連する法規制、条例、地域との協定等の約

束事項を遵守し、汚染や環境破壊を防止します。

環境理念
　日本カーボンは、環境と調和する技術を追求し、豊かで実りある生活ができる社会の実現を目指します。

環境教育活動、社会貢献活動の推進
環境意識の高揚のため、全従業員への環境管理に関
する教育を実施するとともに地域社会との共生を目
指し環境保全活動に参画、地域の環境保護、コミュニ
ケーション向上を図ります。

環境保全活動の推進
大気・河川・土壌等の汚染、臭気・騒音の防止および
産業廃棄物の減量を目指します。

資源・エネルギーの効率的利用の促進
使用する資源やエネルギー低減を目指します。

環境管理体制
当社は『環境理念』に基づき、環境パフォーマンス

を維持し、その改善に結び付けられるように、環境
管理システムを構築し改善することに努めていま
す。環境マネジメントシステムに関する国際規格で
ある ISO14001に基づく役割、責任、権限を明確に
した組織を構築し、効率的な組織運営を実施してい
ます。環境管理委員会を、年に一回以上開催し、各工
場の環境責任者が出席し、事業所別の環境マネジ
メントシステムの適切性および有効性のレビュー
や、地球温暖化対策への取り組みについてフォロー
しています。

取締役会

倫理法令遵守委員会

倫理法令遵守統括室

環境管理委員会

事業所
安全衛生環境委員会

グループ会社
安全衛生環境委員会

環境管理体制

当社は、エネルギーおよび資源の多消費産業としての自覚を強く持ち、また地域との共存共栄なくし
ては存続し得ないことを認識しています。
人類共通の家であるこの地球を次世代に引き継ぐため、「環境理念」を制定し、環境管理活動を推進し
ています。

環境への取り組み
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ファインカーボン
カーボンニュートラル社会の実現に欠かすことができ
ない太陽光発電、LED、半導体、電気自動車部品などを
製造する過程において、日本カーボングループのファ
インカーボンが多く使用されています。今後もファイン
カーボンは先端産業分野からの需要がさらに増加する
見込みです。また、長年の経験を活かし、省エネルギーの
ための新たな材料開発を継続的に行っております。日本
カーボングループは、ファインカーボンの供給を通して
カーボンニュートラル社会の構築に貢献いたします。

人造黒鉛電極
人造黒鉛電極は、鉄スクラップを溶解し鉄を再生する
電気炉の電極として使用されます。電炉による製鋼は、鉄
スクラップを再利用していくことで循環型社会の構築に
貢献しています。また、高炉と比べCO2排出量が1/4と
少なく、CO2削減にも貢献しています。今後、国内外とも
に粗鋼の生産を高炉から電炉へ置き換えが進むと見込ま
れており、日本カーボングループは、人造黒鉛電極の供給
を通してサスティナブルな社会の構築に貢献いたします。

炭化けい素繊維
炭化けい素繊維「ニカロン」は千数百℃の高温大気
中においても優れた強度と弾性率を保持するセラミッ
ク繊維です。「ニカロン」とセラミックスとの複合材料を
航空機エンジンに使用することで、15％の燃費向上を
実現しています。
国際民間航空機関で、2020年以降、2050年まで年

平均2%の燃費効率改善が、グローバル削減目標とし
て採択されました。この目標を達成するために、炭化け
い素繊維「ニカロン」は、必要不可欠な材料です。

資源循環社会への貢献
各工場で目標値として廃棄物原単位を設定し、廃棄物

削減に取り組んでいます。5R活動として生産で発生した
カーボン材のリサイクル、リユースの取り組み、廃タールの
燃料化など、循環型社会につながる活動を実施しています。
水資源は、そのほとんどが焼成炉・黒鉛化炉の熱処理

炉の冷却に使用されています。循環設備の活用など効
果的に、水投入量を最低限に抑える取り組みを継続し
て実施しています。また、水質汚濁防止法に基づく規制
項目の排出濃度、水質汚濁負荷は規制値を大幅に下回
る値で管理されています。

脱炭素社会への貢献
温室効果ガスの排出量はエネルギー投入量に概ね

比例します。当社では、エネルギーの目標原単位を定
め、エネルギーの効率化に取り組んでいます。
エネルギー原単位は、削減目標1％／年として生産
工程の改善、エネルギー効率の高い設備の導入等を進
めていきます。

環境と調和した技術・製品の開発

温室効果ガス排出量
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※ 対象範囲は、日本カーボングループの全生産拠点および本社・支店・
研究所（ただし、 Nippon Kornmeyer Carbon Group GmbHは除く）

廃棄物最終処分量
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※ 対象範囲は、日本カーボングループの全生産拠点および研究所
　（ただし、 Nippon Kornmeyer Carbon Group GmbHは除く）
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日本カーボングループは、コーポレート・ガバ
ナンスの充実に継続的に取り組みます。ステーク
ホルダーの利益および当社の持続的な成長、企業
価値向上を図る観点から、意思決定の透明性・公正
性を確保するとともに迅速・果断な意思決定によ
り経営活力を増大させることがコーポレート・ガ
バナンスの中心であると考えます。次の基本方針
に沿って、コーポレート・ガバナンスの強化に努め
ています。

株主総会

選任・解任

報
告報告

報告

承認・指示

取締役会
【意思決定】

経営会議
【審議・意思決定】

代表取締役社長

倫理法令遵守統括室

危機管理委員会
中央安全衛生委員会
輸出管理委員会
環境管理委員会
特殊暴力対策委員会

諮問・答申

報告

報告

報告・指示指示指示

指示

指示・指導

監査・
報告

報告

監査

監査

連携

連携

選任・解任

評価

選任・解任

各事業ユニット、グループ会社

内部監査室

会計監査人

独立社外取締役
会議

監査役会

諮問委員会

選任・解任

監
査

倫理法令遵守委員会

連
携

（1） 株主の権利を尊重し、平等性を確保します。
（2）  株主を含むステークホルダーの利益を考慮し、それ

らステークホルダーと適切に協働します。
（3） 会社情報を適切に開示し、透明性を確保します。
（4）  取締役会による業務執行の監督機能を実効化し

ます。
（5）  企業理念の実践を通じて、持続的な企業価値の

向上を目指し、これと協働できる投資方針を持
つ株主および投資家との間で建設的な対話を行
います。

日本カーボングループは「企業理念」の実現を目指し、持続的な成長、企業価値向上がステークホ
ルダーの利益の最大化につながると認識しています。
この実現に向け、経営の透明性、公正性を確保するコーポレート・ガバナンスの強化に取り組ん
でいます。

コーポレート・ガバナンス

コーポレート・ガバナンス体制

31

日
本
カ
ー
ボ
ン
統
合
報
告
書

2
0

2
3

E
S

G
に
関
す
る
取
り
組
み



各機関の概要
取締役会
当社の取締役会は経営やグローバル、法務などに関

するスキルを有した取締役で構成され、なおかつ、取
締役の半数が独立社外取締役となるように選任して
います。
経営の基本方針を決定するとともに、重要事項の報

告を受け、取締役会としての職務の執行を行っており
ます。
また、年に一度取締役会の実効性評価を行い、実効

性の確認、改善に向けてPDCAを回すこととしてお
ります。

経営会議
取締役、監査役に加え、執行役員を主な構成員とし、

取締役会で決議された方針に従い、上程された議案に
対する審議・決議を行っております。経営会議に幅広
い権限を委任することにより、迅速な意思決定を可能
にする体制を整えています。

監査役会
当社は監査役設置会社であり、監査役会を原則とし

て月1回開催しております。常勤監査役1名、非常勤
監査役2名（社外2名）の計3名で構成された監査役
会で策定された監査の方針、監査計画に基づき、監査
役監査を実施し、独立した立場から監査体制を強化す
る役割を担っています。
また、監査役は、取締役会その他重要会議に出席し、

取締役からの聴取、重要な決裁書類の閲覧等により、
取締役の意思決定、職務執行の適法性および妥当性に
関する監査を行っております。

諮問委員会
取締役の報酬額決定プロセスおよび取締役選解任

プロセスの客観性・透明性を確保することを目的とし
ております。諮問委員会委員の構成は、独立社外取締
役を過半数として、その独立性を確保しております。

会計監査、会計監査人
会計監査人には有限責任監査法人トーマツを選任
し、会計監査を受けております。

倫理法令遵守委員会
当社は倫理法令遵守の徹底を経営の基本原則とし
ており、あらゆる法令やルールを厳格に遵守し、社会
的規範にもとることのない、誠実で公正な企業活動を
行うため、「倫理法令遵守の基本方針」および「日本
カーボン行動基準」を制定し、倫理法令遵守委員会を
中心に、グループ全体で倫理法令遵守確立に取り組ん
でおります。法令遵守はもとより、リスク管理の徹底、
株主、取引先、地域社会等ステークホルダーへの透明
性を高める体制を構築しております。

内部監査室
経営トップの直属として内部監査室を設置し、日本
カーボングループの内部監査体制の充実を図ってお
ります。内部監査室は年間の監査計画を立案し、それ
に基づき、各組織の業務プロセスの適正性、財務報告
の信頼性等の内部監査を実施しております。また、監
査の結果を監査対象部門に伝え改善状況を確認し、
フォローアップ監査の結果を取締役会へ報告してお
ります。内部監査室は、必要に応じて会計監査人と連
携を行うとともに、監査役会においても、定例的に監
査報告や情報交換を行い、実効性のある監査の実現に
努めております。
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役員紹介

1972年 4月 当社入社
2008年10月 当社執行役員生産技術本部滋賀工場長
2009年 3月 当社取締役生産技術本部滋賀工場長
2011年 1月 当社常務取締役生産技術本部富山工場長
2013年 1月 当社常務取締役生産技術本部長兼生産技術部長
2014年 2月 当社代表取締役副社長兼生産技術本部長兼生産技術部長
2015年 3月 当社代表取締役副社長兼生産技術本部長兼生産技術部長兼開発本部長
2017年 1月 当社代表取締役会長（現任）

代表取締役会長

本橋 義時

2000年10月 弁護士登録
2005年 4月 ニューヨーク州弁護士登録
2009年 9月 高橋・片山法律事務所開設
2010年 4月 日本弁護士連合会国際室嘱託
2020年 9月 日本弁護士連合会国際室長（～2022末）
2022年 3月 当社社外取締役（現任）

社外取締役

片山 有里子

1992年 6月 当社入社
2011年 1月 当社執行役員営業本部FC販売第1部長兼大阪支店長
2011年11月 当社執行役員営業本部FC販売第1部長兼FC販売第2部長兼大阪支店長
2012年 1月 当社執行役員営業本部副本部長兼FC販売1部長兼FC販売第2部長
2012年 3月 当社取締役営業本部副本部長兼FC販売第1部長兼FC販売第2部長
2013年 1月 当社取締役営業本部長兼FC販売第1部長兼FC販売第2部長
2013年 9月 当社取締役営業本部長兼FC販売第1部長
2015年 1月 当社常務取締役営業本部長兼FC販売部長
2016年 1月 当社専務取締役営業・企画本部長
2017年 1月 当社代表取締役社長（現任）

代表取締役社長

宮下 尚史

1975年 4月 株式会社アルバック（旧日本真空技術株式会社）入社
2006年 9月 同社取締役
2013年 9月 アルバック東北株式会社代表取締役社長
2018年 9月 株式会社アルバック顧問
2020年 3月 当社社外取締役（現任）社外取締役

加藤 丈夫

役員の
社外比率

諮問委員会の
社外比率

役員の
女性比率

57% 67% 14%

コーポレート・ガバナンス
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1982年 4月 当社入社
2015年 4月 ファインカーボン販売部長
2017年 1月 執行役員ファインカーボン販売部長
2020年 1月 理事ファインカーボン販売部長
2020年 3月 当社常勤監査役（現任）常勤監査役

宮崎  淳

1971年 4月 当社入社
2006年 3月 当社取締役
2009年 3月 当社取締役退任
2022年 3月 当社社外監査役（現任）  

社外監査役

田中 義和

取締役のスキル・マトリックス

氏名
取締役 監査役
代表取締役会長 代表取締役社長 取締役 取締役 常勤監査役 監査役 監査役
本橋義時 宮下尚史 加藤丈夫 片山有里子 宮崎　淳 佐々木光雄 田中義和

取
締
役
が
有
す
る
能
力

企業経営 ● ● ●

経営企画 ● ●

グローバル ● ●

法務・ガバナンス ●

営業・販売 ●

製造・技術 ● ●

研究開発 ●

そ
の
他
の
情
報

独立役員 ● ● ● ●

諮問委員会 ● ● ●

取締役会出席率（2022年度） 18/18 18/18 18/18 13/13 18/18 18/18 13/13

監査役会出席率（2022年度） 19/19 19/19 14/14

保有株式数（百株） 84 23 ̶ ̶ 6 5 ̶

在任期間 2017/1～ 2017/1～ 2020/3～ 2022/3～ 2020/3～ 2015/3～　 2022/3～

1980年 9月 公認会計士登録
1984年 9月 税理士登録
1984年10月 公認会計士佐々木光雄事務所設立
2015年 3月 当社社外監査役（現任）

社外監査役

佐々木 光雄
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概要
当社は、持続的な成長および長期的な企業価値向上

を図るために、取締役会の実効性について分析・評価
を行い、今後の取締役会の運営等の改善に活用するこ
ととしております。そのための手段の一つとして、原
則として年に1回以上、各取締役および監査役に対し
て取締役会の運営等に関する評価や意見について
アンケートを実施しております。

評価プロセス
2022年度は、前年と同様のアンケート方式を採用
し、以下の要領でアンケート・自己評価を実施いたし
ました。
（1） 評価対象期間：2022年1月～2022年12月
（2） 回答期間：2023年1月13日～2023年1月20日
（3） 対象者：取締役、監査役　計7名
（4）  概要：各設問に対する評価（5段階）および自由記

載欄への記入

アンケート項目
（1） 取締役会の役割・機能
（2） 取締役会の構成・規模
（3） 取締役会の運営
（4） 監査機関との連携

（5） 社外取締役との関係
（6） 株主・投資家との関係
なお、各設問には自由記載欄を設け、幅広く意見を
求める形態としております。

評価
アンケート結果を基に、取締役会の実効性について
分析した結果、当社取締役会の実効性は概ね確保され
ていると評価いたしました。特に、取締役会の議事運
営や監査機関との連携については強みであると認識
しております。一方、取締役会のさらなる実効性向上の
ために認識した課題は以下のとおりであります。
（1） 取締役会の多様性の確保に向けた議論の拡充
（2） 経営資源の配分に関する議論の拡充
（3） 社外取締役の議論に資する情報の確保と充実
この評価を踏まえ、社外取締役の議論に資する情報
を一層充実させ、リスクマネジメントの重要性の高まり
を意識した、取締役会の構成や多様性についての議論の
機会拡充、人事戦略や事業ポートフォリオマネジメント
に関する議論の機会拡充に取り組んでまいります。

基本方針
当社は、「取締役の報酬を決定するにあたっての方

針」を定めています。

報酬の構成
役員の報酬は、役職に応じた基本報酬と業績連動

賞与および株価連動型株式報酬から構成されてお
ります。
業績連動型株式報酬制度については、取締役の報酬

と当社の業績および株式価値との連動性をより明確に
し、取締役が株価上昇によるメリットのみならず、株価

取締役会の実効性評価

役員報酬
下落リスクまでも株主の皆様と共有することで、中長
期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を
高めることを目的として、2017年に導入しています。
算定された役員報酬等は、諮問委員会でその妥当性
が検討され、諮問委員会の諮問を受けて取締役会また
は監査役会で決定されております。

監査役の報酬
監査役はその職務を鑑み、基本報酬（固定）、固定賞
与（固定）のみを支払うこととしています。

コーポレート・ガバナンス
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社外取締役メッセージ

社外取締役

加藤 丈夫
社外取締役

片山 有里子

　社外取締役の役割は、客観的立場から、企業
価値の向上に対する助言とガバナンスの観点
から経営を監視することと認識しており、こ
の両者のバランスを取ることを心がけており
ます。
　企業価値の向上については、市況や市場の
成長性などの環境に影響されない収益力の強
化が必要です。特に製造業において、収益力の
強化には、歩留まりの向上や作業の効率化が
必要と考えております。そのためには、現状の
ままでの生産方式・生産体制で良いという考
え方を捨てるということが必要です。生産工
場を視察する際には、これまで異業種である
ものの製造業で培った経験と客観的視点か
ら、アドバイスや提案を行うように心がけて
います。社員が、「気づき、考え、行動する」た
めの契機になれば喜ばしいことと思っており
ます。
　また、ガバナンス強化は、企業価値の向上に
直結するとの認識でおります。経営者経験の
知見を、当社のステークホルダーに満足いた
だけるよう活用するべく尽力いたします。

企業価値向上への助言と経営の監視

　私は、2022年に社外取締役に就任しまし
た。社外取締役は、外部からの視点で経営を監
視し、意見を述べることが求められていると
ころ、当社の取締役会は、緊張感を持ちつつ
も、率直な疑問や意見を申し上げやすい雰囲
気です。
　当社は、「中期経営方針 BREAKTHROUGH　
2024」において、3つの柱として（1）カーボン
ニュートラルやDXを意識した事業構造改革、
（2）永続性のある強い企業体質への改善、（3）
ESG経営の推進をうたっています。いずれも
時代の強い要請に支えられたものです。中で
も、カーボンニュートラルや環境の点につい
ては、地球的規模で企業の社会的責任が期待
されている課題であり、当社の経営の中でそ
れらにどう取り組むかについて特に注目して
います。また、ウクライナ状勢を始めとして国
内外の事象に対応すべく、事業構造改革やダ
イバーシティへの取り組みにも留意してまい
ります。
　当社の経営とコーポレート・ガバナンスを
監視し、気づいた点は積極的に発言し、社外取
締役として企業価値の向上に貢献してまいり
ます。

地球環境とダイバーシティへの
取り組みを留意
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1.  優れた製品・サービスの提供を通じて社会
に貢献します。

●  わが国における炭素工業分野のパイオニアとして、
またリーディングカンパニーとしての社会的責任
を認識し、健全な企業活動を行っていきます。

●  無限の可能性を持つカーボンとその周辺技術の
開発に全力投球で取り組み、市場ニーズに適合した
世界トップレベルの製品・サービスを提供していく
ことで、社会に貢献すべく最大限の努力をはらい
ます。

2.  法令その他の社会的規範を遵守し、公正で
健全な企業活動を行います。

●  法令や社会規範、社会的良識に基づいた企業活動を
行います。

●  自己責任原則を基本とし、公正で誠実な企業活動を
実践します。

●  国際社会のルールに適応した企業活動を行い、
グローバル企業としてさらなる発展を目指します。

●  社会的秩序や企業の健全な活動に悪影響を与える
あらゆる個人・団体には断固たる姿勢で臨みます。

●  利益と倫理が相反する場合は、必ず倫理を選択し
ます。

●  不正な経理処理や虚偽報告は行いません。

3.  社員の人格・個性を尊重し、ゆとりのある豊
かな職場環境を実現します。

●  社員一人ひとりの主体性と創造力を大切にし、それが
企業活動に活かされる企業風土を醸成します。

●  職場の安全と社員の健康を守るとともに、人権を尊重
し、差別のない健全な職場環境を確保します。

4.  ステークホルダー（利害関係人）の立場を
尊重します。

●  顧客、取引先、社員、株主等を含む幅広い社会との
健全で良好な関係維持に努めます。

5.  社会に貢献する良き｢企業市民｣たること
を目指します。

●  地域社会との密接な連携と協調をはかり、地域社会
発展の一翼を担います。

●  グローバル化時代にあって、世界各地の異なる文化
的伝統や風習を尊重します。

6.  地球環境の保全と豊かで住みやすい社会
づくりに貢献します。

●  この地球から、事業活動に必要な資源など様々な
恩恵を受けており地球環境をより良き状態に保全し
ていくことが自らの責務であることを自覚します。

●  未来世代に、より豊かな社会の創造を目指して挑戦
していきます。

倫理法令遵守の基本方針

当社は、倫理法令遵守の徹底を経営の基本原則としています。
誠実で公正な企業活動遂行のため、「倫理法令遵守の基本方針」および「日本カーボン行動基準」を
策定・実施し、取引先、株主および地域社会などから広く信頼される会社づくりを目指しています。

コンプライアンス

37

日
本
カ
ー
ボ
ン
統
合
報
告
書

2
0

2
3

E
S

G
に
関
す
る
取
り
組
み



日本カーボン行動基準（概要）

法令・ルールの遵守について

公正で自由な競争の維持促進に関すること
反社会勢力との絶縁に関すること
政治・行政（特に公務員）との健全な関係
情報の開示に関すること

事業活動の推進

 優れた製品・サービスの提供と安全に関すること 生産に関すること
営業に関すること
研究開発に関すること
商品の安全に関すること

 取引先・関係先との健全で良好な関係に関すること 販売取引先との関係
購買先との関係
関係会社や協力会社との関係
 官公庁・地方自治体等公共団体との関係

知的財産権の保護に関すること 当社に属する企業秘密の取扱い
他社の知的財産権の取扱い

会社と社員の関係

社員の人格・個性に関すること
プライバシーの尊重に関すること
人権の尊重とあらゆる差別的取扱いの禁止に関すること
安全で健康的な職場環境の実現 労働災害の撲滅
日常的な情報管理の意識に関すること
会社財産の尊重に関すること
利益相反行為の禁止に関すること

会社と社会の関係について
地域社会に対する責任
地球環境の保全に関すること

行動基準の違反に関すること

倫理法令遵守体制
社長を議長に、取締役および監査役より成る「倫理

法令遵守委員会」を設置しており、コンプライアンス
に関する様々な問題の解決や改善を図り、日々企業活
動へ反映させるための体制を構築しております。
また、委員会直下には「倫理法令遵守統括室」を置

き、全部門を横断的に統括管理するほか、各種相談に
対応する直通窓口を設置しており、疑義ある事項の調
査、是正措置の実施および遵守状況のチェックを行っ
ています。 各種相談から措置までの制度仕組

各種相談などの受付

事実関係の調査

解決策の検討・
最終措置の決定

各種相談者への
措置・フィードバック

最終措置の実施

フォロー・追跡調査
などアフターケア

⬇

⬇

⬇

⬇

⬇

各種相談
● 法令違反、倫理違反、社内規定違反
● 人権侵害・差別、反社会的行為
● 労務相談、メンタルヘルス　など

倫理法令遵守統括室および
関連部門による調査

倫理法令遵守委員会にて
検討・措置立案

倫理法令遵守統括室から相談者へ
「報告」「提案」

倫理法令遵守統括室にて最終措置実施

倫理法令遵守統括室による措置後の
調査・確認

倫理法令遵守体制

取締役会

倫理法令遵守委員会

倫理法令遵守統括室

危機管理委員会
中央安全衛生委員会
輸出管理委員会
環境管理委員会

特殊暴力対策委員会

内部通報制度
公益に係る内部通報および外部通報に関する各種
報告・相談について、当社としての適正な対応をとり、
不正行為等の速やかな是正とコンプライアンス増進
を図ることを目的とし、社内に相談・通報窓口（ヘルプ
ライン）を設置しております。なお、報告、相談する人
のプライバシーは尊重され、人事その他、あらゆる面
で不利な取り扱いを受けることはありません。
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日本カーボングループでは、事業を遂行するうえ
で想定される様々なリスクを網羅的に洗い出し、各
リスクが日本カーボングループに与える影響度と
発生可能性を評価したうえで、重要リスクを特定し
ています。また、特定した重要リスクに対してリス
クの発生可能性を抑制し、発生時の影響度を最小化
する対策を講じています。加えて、リスク対策の進

➡ ➡ ➡

リスクアセスメント

リスクの洗い出し

リスクの評価

重要リスクへの
対策実施

リスク対策の
進捗状況・有効性の
モニタリング

リスク対策の
見直し・改善

重要リスクの選定

▲

▲

リスク対策 モニタリング 見直し・改善

リスクマネジメントのサイクル

リスクアセスメントの流れ

リスクの洗い出し 想定されるリスクを洗い出し、リスク一覧表（案）を作成

役員ヒアリングの実施 経営の視点から見た、リスクマップの妥当性や重要リスクの候補について、役員へのヒアリングを実施

重要リスクの選定 役員ヒアリングの内容を基に、重点的に管理すべきリスク（重要リスク）を選定

ワークショップの実施 作成したリスク一覧表（案）を基に、リスクの影響度および発生可能性を評価

リスクマップの作成 役員ヒアリングの内容を基に、リスクマップを作成

▲

▲

▲

▲

捗状況や有効性に関するモニタリングを行い、対策
の見直し・改善を図っています。

2022年は、SECカーボン社との資本業務提携に
あたり、自然災害や感染症などの危機を想定し、
BCP（事業継続計画）の一環として人造黒鉛電極の
事業継続体制構築に取り組みました。

日本カーボングループでは、事業を取り巻くリスクが多様化・複雑化する中、リスクに対応可能な
経営体制の構築に努めています。

リスクマネジメント
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重要リスクの概要と対策状況

重要リスク リスクの概要 リスクへの対策

特定原料の調達困難
特定原料の製造中止により当社から顧客への
材料提供が不可能になるリスク

●  原料調達先の分散化の実施

●  調達国・調達先企業に関する情報収集

●  代替原材料の選定

●  重要度に応じた在庫の確保

火災・爆発
工場での大規模な火災・爆発事故により、建屋・
生産設備等の焼損、従業員の死傷等で生産が
停止してしまうリスク

●  設備保全計画策定と自主保安の推進

●  緊急事態対応マニュアルの策定および訓練
の実施

品質偽装・品質不良
品質検査結果の改ざんや品質基準未達の製品を
納品する等の事態が発生し、企業の信用が低下
し、取引を打ち切られるリスク

●  品質管理マニュアルの策定

●  社内監査の実施

●  品質管理に関するデータ管理の徹底

法令・規制等の改正・強化
各種法令の改正・強化により、製品の製造・販売
に制限を受けるリスク

●  法令規制に関する適切な情報収集

集団感染症・疾病
集団感染症により従業員が出社不可能となり、
生産が停止してしまうリスク

●  危機管理委員会の運用

●  テレワーク、時差出勤の実施

●  オンライン会議の実施

●  感染症発生時の対応マニュアルの策定

採用困難・人材育成遅滞・

人材流出

採用困難により有能な人材の採用が想定どおり
進まない、中長期的な人材育成が計画どおり
進捗しない、離職率の上昇等により業務に支障
をきたしてしまうリスク

●  階層別・課題別研修の実施

●  従業員との定期面談の実施

地震・津波
事業所や生産拠点を含む地域で巨大地震が発生
し、建屋・生産設備等の損傷、従業員の死傷等で、
生産が停止してしまうリスク

●  危機管理委員会の運用

●  非常用電源の確保

●  安否確認ルールおよび安否確認システムの
運用

●  生産拠点の分散

サイバー攻撃
サイバー攻撃により、顧客および自社の機密
情報が漏洩し、顧客や社会からの信用を失う
リスク

●  不正アクセスの防御体制構築、データへの
バックアップ等、適切かつ合理的なレベルの
安全対策の実施

●  標的型攻撃メール対応等の従業員への注意
喚起

●  セキュリティポリシーの策定
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気候変動への対応 
日本カーボングループでは、エネルギーおよび資源

の多消費産業であるという認識のもと、「脱炭素社会
への貢献」、「資源循環社会への貢献」、「気候変動への
適応」をマテリアリティ（重要課題）として特定し、気
候変動リスクを最小化するための取り組みを進めて
います。また、「環境と調和した技術・製品の開発」をマ
テリアリティとして掲げ、持続可能な社会の実現を目
指しています。
実現に向けた取り組みとして、「気候関連財務情報

開示タスクフォース（TCFD）提言」の枠組みに基づ
くシナリオ分析を行い、気候変動が事業活動に与え
るリスク・機会の影響度を評価し、対応策の検討を進
めています。  

ガバナンス・リスク管理
日本カーボングループでは、気候変動がもたらすリ

スク・機会について、シナリオ分析を行い、日本カー
ボングループへの影響度を評価しています。
シナリオ分析を通じて、影響度が高いと評価された

リスク・機会については、リスクマネジメントのサイク
ルに取り込み、経営トップのもと、対策の検討・実施や
有効性のモニタリングを行います。

シナリオ概要 

概要 参考

2℃未満シナリオ

産業革命以前と比較して、気温上昇を2℃未満に抑える
シナリオ。

パリ協定などの持続可能な開発目標に向けて、厳しい法
規制の導入と環境関連技術へ大規模な投資が行われる。

国際エネルギー機関（IEA）

持続可能な開発シナリオ（SDS）等

4℃シナリオ

産業革命以前と比較して、気温が4℃以上上昇するシナ
リオ。

環境関連の法規制の導入が遅れ、温室効果ガスの排出
を抑えることができず、洪水や高潮等の異常気象が増
加する。

国連気候変動に関する政府間パネル
（IPCC）「RCP8.5」等）

戦略
気候変動による事業活動への影響を分析するため、
気候変動に関するシナリオ分析を行いました。シナ
リオ分析では、脱炭素化が実現するシナリオ（2℃未
満シナリオ）と、気候変動が進行するシナリオ（4℃シ
ナリオ）の2つのシナリオを基に、2030年時点で想定
されるリスクと機会を洗い出し、日本カーボングルー
プへの影響度を評価しております。

2℃未満シナリオにおいて、影響が大きいと想定さ
れる移行リスクとして、カーボンプライシング、環境
規制対応のための設備更新費用の発生、石油・石炭由
来の原材料や燃料のコスト増加等が挙げられます。

4℃シナリオにおいて、影響が大きいと想定される
物理リスクとして、台風・豪雨・洪水・高潮による工場
等への被害増加が挙げられます。
一方で、想定される主な機会としては、脱炭素化に
貢献しうる日本カーボングループ製品（太陽電池や
EV関連のファインカーボン製品、人造黒鉛電極、リ
チウムイオン電池負極材、炭化けい素繊維など）に
対する需要拡大が挙げられます。

リスクマネジメント
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指標と目標 
日本カーボングループでは、日本政府が掲げる

2050年カーボンニュートラル実現を踏まえ、GHG
排出量削減の取り組みを進めています。GHG排出量
がエネルギー投入量に概ね比例することから、エネル
ギー原単位を指標としたGHG排出量低減策の検討・

モニタリングを行っています。また、個々のリスクお
よび機会への対策に関する指標と目標については、
リスクマネジメントの取り組みの中で設定・管理を
行い、今後の情報の開示を目指します。

※ GHG排出量のデータ詳細はP30参照

気候変動に関する主なリスクと機会 

分類 リスク・機会 事業への影響 影響度
（2030年）

2℃未満
シナリオ

リスク

気候変動対応の不備・遅れ
●  化石燃料の使用や情報開示不足に対する投資家等からの
批判により、投資撤退や株価下落が起こる恐れがある。

中

カーボンプライシングよる
コスト増加

●  カーボンプライシング等、GHG排出量の規制の強化によ
り、財務的な負担が増加する恐れがある。

大

環境規制対応のための製造
プロセス変更によるコスト
増加

●  設備更新や製造プロセス改善に伴い、コストや作業負荷が
増加する恐れがある。

中

エネルギーコスト増加
●  燃料価格の高騰や再生可能エネルギー利用比率の増加、
再エネ賦課金の増加等の理由により、エネルギーコストが
増加する恐れがある。

大

物流コスト増加
●  ガソリン等の価格高騰により、物流コストが増加する恐れ
がある。

中

原材料高騰
●  原油・石炭等の原料価格が高騰し、財務的な負担が増加
する恐れがある。

大

革新技術の出現
（脱炭素関連）

●  競合他社との競争により、市場の成長に対して売上が伸び
悩む可能性がある。

●  次世代太陽電池の主流化により、シリコン溶解炉関連製品
の需要も減少する恐れがある。

大

機会

省エネ・再エネ関連製品の
需要増加

●  太陽電池需要の増加に伴いシリコン溶解炉関連製品の
需要が拡大する可能性がある。

●  航空機エンジンの燃費向上に貢献する炭化けい素繊維
などの需要が拡大する可能性がある。

大

人造黒鉛電極の需要増加
●  電炉需要の増加に伴い人造黒鉛電極の需要が拡大する
可能性がある。

大

EV関連製品の需要増加
●  EV需要の増加に伴い、半導体・磁石などのファインカーボン
製品やリチウムイオン電池負極材の需要が拡大する可能
性がある。

大

先進的対応による投資家等
からの評価向上

●  気候変動への先進的対応に対する投資家等からの評価
向上により、株価が上昇する可能性がある。

中

4℃シナリオ リスク 豪雨・洪水等の異常気象
●  工場等において、洪水による浸水被害や風害等が発生し、
操業に影響が出る恐れがある。

中
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年度 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

経営成績

売上高 （百万円） 30,439 29,580 28,891 22,903 27,964 48,017 44,931 26,802 31,578 35,799

営業利益 （百万円） 705 1,409 2,063 △663 2,569 16,404 14,827 3,015 3,706 4,791

経常利益 （百万円） 921 1,518 1,884 △570 2,997 16,508 15,106 3,587 4,434 5,042

親会社株主に帰属する当期純利益 （百万円） 694 802 1,076 △5,413 2,961 10,292 9,700 1,810 2,729 3,194

営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 2,624 4,319 3,827 2,370 3,876 12,633 4,792 3,853 7,551 5,798

投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △899 △825 △526 △6,136 △1,498 △2,051 △3,693 △4,716 △608 △1,601

財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △2,236 △1,362 △740 3,501 △1,349 △2,418 △2,996 △2,389 △3,762 △3,777

現金及び現金同等物の期末残高 （百万円） 5,914 8,048 10,685 10,408 11,441 19,602 17,707 14,455 17,720 18,177

研究開発費 （百万円） 276 283 240 295 341 368 418 406 368 369

減価償却費 （百万円） 2,860 2,667 1,980 2,342 1,570 1,529 1,847 2,193 2,385 2,484

設備投資額 （百万円） 1,091 940 5,018 3,678 1,468 2,713 4,456 3,572 1,812 2,463

財政状態

総資産 （百万円） 56,391 57,114 59,043 53,895 57,656 73,598 77,939 70,930 72,692 74,181

自己資本 （百万円） 31,017 31,509 31,477 25,438 28,196 36,539 45,140 44,146 44,987 45,562

純資産 （百万円） 36,103 36,690 36,617 30,810 33,906 42,734 51,654 50,998 52,257 53,210

有利子負債残高※1 （百万円） 10,742 10,049 10,945 14,938 14,394 13,248 12,027 11,987 10,567 9,092

1株当たり情報たり情報

当期純利益金額※2 （円 /株） 6.11 7.06 9.51 △48.81 267.71 931.89 876.81 163.64 247.00 289.24

純資産額※2 （円 /株） 272.81 277.29 283.82 229.37 2,553.20 3,303.04 4,080.33 3,989.30 4,073.56 4,125.77

配当金※2 （円 /株） 5.00 5.00 5.00 5.00 50.00 100.00 200.00 200.00 200.00 200.00

財務指標

ROA（総資産経常利益率） （％） 1.6 2.7 3.2 △1.0 5.4 25.1 19.9 4.8 6.2 6.9

ROE（自己資本当期純利益率） （％） 2.3 2.6 3.4 △19.0 11.0 31.8 23.8 4.1 6.1 7.1

ROS（売上高経常利益率） （％） 3.0 5.1 6.5 △2.5 10.7 34.4 33.6 13.4 14.0 14.1

自己資本比率 （％） 55.0 55.2 53.3 47.2 48.9 49.4 57.9 62.2 61.9 61.4

年度末株価 （円 /株） 198 229 306 227 5,070 4,025 4,105 3,945 4,170 4,205

配当性向※3 （％） 118.48 91.07 53.19 △9.60 22.05 11.58 23.20 162.44 105.08 87.83

株価収益率 （倍） 32.41 32.44 32.18 △4.65 18.94 4.32 4.68 24.11 16.88 14.54

※1  借入金残高の数値を記載。
※2  2017年7月1日を効力発生日として、10株を1株とする株式併合を実施しております。
※3  日本カーボン株式会社単体。

年度 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

連結 （人） 530 537 574 591 614 679 664 663 648 651

単体 （人） 145 143 147 148 169 154 180 182 175 178

財務情報
長期業績推移（連結決算） 

従業員数
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年度 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

経営成績

売上高 （百万円） 30,439 29,580 28,891 22,903 27,964 48,017 44,931 26,802 31,578 35,799

営業利益 （百万円） 705 1,409 2,063 △663 2,569 16,404 14,827 3,015 3,706 4,791

経常利益 （百万円） 921 1,518 1,884 △570 2,997 16,508 15,106 3,587 4,434 5,042

親会社株主に帰属する当期純利益 （百万円） 694 802 1,076 △5,413 2,961 10,292 9,700 1,810 2,729 3,194

営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 2,624 4,319 3,827 2,370 3,876 12,633 4,792 3,853 7,551 5,798

投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △899 △825 △526 △6,136 △1,498 △2,051 △3,693 △4,716 △608 △1,601

財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △2,236 △1,362 △740 3,501 △1,349 △2,418 △2,996 △2,389 △3,762 △3,777

現金及び現金同等物の期末残高 （百万円） 5,914 8,048 10,685 10,408 11,441 19,602 17,707 14,455 17,720 18,177

研究開発費 （百万円） 276 283 240 295 341 368 418 406 368 369

減価償却費 （百万円） 2,860 2,667 1,980 2,342 1,570 1,529 1,847 2,193 2,385 2,484

設備投資額 （百万円） 1,091 940 5,018 3,678 1,468 2,713 4,456 3,572 1,812 2,463

財政状態

総資産 （百万円） 56,391 57,114 59,043 53,895 57,656 73,598 77,939 70,930 72,692 74,181

自己資本 （百万円） 31,017 31,509 31,477 25,438 28,196 36,539 45,140 44,146 44,987 45,562

純資産 （百万円） 36,103 36,690 36,617 30,810 33,906 42,734 51,654 50,998 52,257 53,210

有利子負債残高※1 （百万円） 10,742 10,049 10,945 14,938 14,394 13,248 12,027 11,987 10,567 9,092

1株当たり情報たり情報

当期純利益金額※2 （円 /株） 6.11 7.06 9.51 △48.81 267.71 931.89 876.81 163.64 247.00 289.24

純資産額※2 （円 /株） 272.81 277.29 283.82 229.37 2,553.20 3,303.04 4,080.33 3,989.30 4,073.56 4,125.77

配当金※2 （円 /株） 5.00 5.00 5.00 5.00 50.00 100.00 200.00 200.00 200.00 200.00

財務指標

ROA（総資産経常利益率） （％） 1.6 2.7 3.2 △1.0 5.4 25.1 19.9 4.8 6.2 6.9

ROE（自己資本当期純利益率） （％） 2.3 2.6 3.4 △19.0 11.0 31.8 23.8 4.1 6.1 7.1

ROS（売上高経常利益率） （％） 3.0 5.1 6.5 △2.5 10.7 34.4 33.6 13.4 14.0 14.1

自己資本比率 （％） 55.0 55.2 53.3 47.2 48.9 49.4 57.9 62.2 61.9 61.4

年度末株価 （円 /株） 198 229 306 227 5,070 4,025 4,105 3,945 4,170 4,205

配当性向※3 （％） 118.48 91.07 53.19 △9.60 22.05 11.58 23.20 162.44 105.08 87.83

株価収益率 （倍） 32.41 32.44 32.18 △4.65 18.94 4.32 4.68 24.11 16.88 14.54

※1  借入金残高の数値を記載。
※2  2017年7月1日を効力発生日として、10株を1株とする株式併合を実施しております。
※3  日本カーボン株式会社単体。

年度 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

連結 （人） 530 537 574 591 614 679 664 663 648 651

単体 （人） 145 143 147 148 169 154 180 182 175 178
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（単位：百万円）

前連結会計年度
（2021年12月31日）

当連結会計年度
（2022年12月31日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 17,865 18,322

受取手形及び売掛金 11,592 ̶

受取手形、売掛金及び契約資産 ̶ 11,922

商品及び製品 7,896 8,661

仕掛品 4,595 4,408

原材料及び貯蔵品 2,886 3,447

未収還付法人税等 ̶ 16

その他 585 781

貸倒引当金 △22 △14

流動資産合計 45,399 47,546

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 7,177 6,817

機械及び装置（純額） 8,195 8,394

車両運搬具及び工具器具備品（純額） 464 540

土地 3,544 3,553

建設仮勘定 132 197

有形固定資産合計 19,515 19,502

無形固定資産 264 240

投資その他の資産

投資有価証券 5,172 4,566

繰延税金資産 378 434

その他 1,964 1,893

貸倒引当金 △2 △2

投資その他の資産合計 7,513 6,892

固定資産合計 27,292 26,635

資産合計 72,692 74,181

連結貸借対照表
財務情報
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（単位：百万円）

前連結会計年度
（2021年12月31日）

当連結会計年度
（2022年12月31日）

負債の部

流動負債
支払手形及び買掛金 3,900 5,416

短期借入金 9,180 8,892

未払費用 516 579

未払法人税等 1,038 1,271

前受金 552 801

賞与引当金 208 223

役員賞与引当金 59 74

受注損失引当金 ̶ 0

その他 1,571 1,915

流動負債合計 17,027 19,175

固定負債

長期借入金 1,387 200

繰延税金負債 633 274

退職給付に係る負債 776 784

役員退職慰労引当金 55 19

役員株式給付引当金 89 85

環境対策引当金 28 0

資産除去債務 62 62

その他 373 369

固定負債合計 3,407 1,795

負債合計 20,434 20,971

純資産の部

株主資本
資本金 7,402 7,402

資本剰余金 7,857 7,858

利益剰余金 29,805 30,744

自己株式 △2,011 △2,012

株主資本合計 43,054 43,992

その他の包括利益累計額
その他有価証券評価差額金 1,868 1,493

為替換算調整勘定 124 170

退職給付に係る調整累計額 △59 △93

その他の包括利益累計額合計 1,932 1,570

非支配株主持分 7,270 7,647

純資産合計 52,257 53,210

負債純資産合計 72,692 74,181
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（単位：百万円）

前連結会計年度 当連結会計年度

売上高 31,578 35,799
売上原価 23,539 25,950
売上総利益 8,038 9,849
販売費及び一般管理費 4,332 5,058
営業利益 3,706 4,791
営業外収益
受取利息 4 1
受取配当金 99 130
為替差益 146 250
持分法による投資利益 42 79
助成金収入 2 ̶ 
受取補償金 366 ̶
受取保険金 208 223
その他 221 155
営業外収益合計 1,092 840

営業外費用
支払利息 61 52
固定資産除却損 20 156
休止固定資産減価償却費 149 146
災害損失 59 78
その他 72 155
営業外費用合計 363 589

経常利益 4,434 5,042
特別利益
投資有価証券売却益 179 183
特別利益合計 179 183

特別損失
火災損失 97 ̶
工場移転関連費用 84 ̶
特別損失合計 182 ̶

税金等調整前当期純利益 4,431 5,225
法人税、住民税及び事業税 1,362 1,812
法人税等調整額 7 △232

法人税等合計 1,370 1,579

当期純利益 3,060 3,646
非支配株主に帰属する当期純利益 331 451
親会社株主に帰属する当期純利益 2,729 3,194

財務情報
連結損益計算書

自：2021年  1 月  1 日
至：2021年12月31日

自：2022年  1 月  1 日　
至：2022年12月31日
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（単位：百万円）

前連結会計年度 当連結会計年度

営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益 4,431 5,225
減価償却費 2,385 2,484
退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 29 △40
役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 2 △36
工場移転関連費用引当金の増減額（△は減少） △159 ̶
受取利息及び受取配当金 △103 △131
受取保険金 △208 △223
受取補償金 △366 ̶
支払利息 61 52
持分法による投資損益（△は益） △42 △79
投資有価証券売却損益（△は益） △179 △183
災害損失 59 78
火災損失 97 ̶
固定資産除却損 20 156
売上債権の増減額（△は増加） △2,302 ̶
売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） ー △273
棚卸資産の増減額（△は増加） 2,050 △1,083
仕入債務の増減額（△は減少） 535 1,509
未払費用の増減額（△は減少） △71 63
未払金の増減額（△は減少） △19 △209
前受金の増減額（△は減少） 418 248
未収入金の増減額（△は増加） △90 △205
その他 △115 △396
小計 6,434 6,955
利息及び配当金の受取額 103 166
利息の支払額 △59 △52
法人税等の還付額 1,340 29
法人税等の支払額 △842 △1,604
保険金の受取額 208 304
補償金の受取額 366 ̶
営業活動によるキャッシュ・フロー 7,551 5,798

投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △1,528 △1,775
無形固定資産の取得による支出 △117 △67
投資有価証券の取得による支出 △6 △6
投資有価証券の売却による収入 544 247
定期預金の増減額（△は増加） 500 ̶
投資活動によるキャッシュ・フロー △608 △1,601

財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入金の純増減額（△は減少） △250 △300
長期借入れによる収入 100 100
長期借入金の返済による支出 △1,270 △1,275
自己株式の純増減額（△は増加） △98 △0
配当金の支払額 △2,206 △2,206
非支配株主への配当金の支払額 △37 △94
財務活動によるキャッシュ・フロー △3,762 △3,777

現金及び現金同等物に係る換算差額 84 37
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,264 456
現金及び現金同等物の期首残高 14,455 17,720
現金及び現金同等物の期末残高 17,720 18,177

連結キャッシュ・フロー計算書
自：2021年  1 月  1 日
至：2021年12月31日

自：2022年  1 月  1 日　
至：2022年12月31日
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● 本社

● 白河工場

● 富山工場
 日本カーボンエンジニアリング株式会社
 NGSアドバンストファイバー株式会社

 日本テクノカーボン株式会社※

 株式会社NTCM

● 滋賀工場
● テクニカルセンター
 株式会社 日花園
 東邦炭素工業株式会社

● 韓国連絡事務所 NIPPON CARBON OF AMERICA,LLC

 日朋碳素（上海）有限公司

 中央炭素股份有限公司 Nippon Carbon Europe GmbH
 Nippon Kornmeyer Carbon Group GmbH

● 大阪支店

● 名古屋営業所

会社情報 （2023年12月現在）

日本カーボン 関係会社（国内）

●  本社
●  大阪支店
●  名古屋営業所
●  韓国連絡事務所

●  日本テクノカーボン株式会社※

●  株式会社NTCM
●  日本カーボンエンジニアリング株式会社
●  NGSアドバンストファイバー株式会社
●  株式会社 日花園
●  東邦炭素工業株式会社

●  富山工場
●  滋賀工場
●  白河工場
●  テクニカルセンター

※  「新日本テクノカーボン株式会社」は2023年1月1日付で
「日本テクノカーボン株式会社」へ商号変更しております。
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● 本社

● 白河工場

● 富山工場
 日本カーボンエンジニアリング株式会社
NGSアドバンストファイバー株式会社

 日本テクノカーボン株式会社※

 株式会社NTCM

● 滋賀工場
● テクニカルセンター
 株式会社 日花園
 東邦炭素工業株式会社

● 韓国連絡事務所NIPPON CARBON OF AMERICA,LLC

日朋碳素（上海）有限公司

中央炭素股份有限公司Nippon Carbon Europe GmbH
Nippon Kornmeyer Carbon Group GmbH

● 大阪支店

● 名古屋営業所

関係会社（海外）

●  中央炭素股份有限公司
●  日朋碳素（上海）有限公司
●  Nippon Carbon Europe GmbH
●  NIPPON CARBON OF AMERICA,LLC
●  Nippon Kornmeyer Carbon Group GmbH
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会社概況 
（2023年6月30日現在）

会社名 日本カーボン株式会社
創立 1915年12月20日
資本金 7,402百万円
決算期 12月31日
本社所在地 〒104-0032　東京都中央区八丁堀1-10-7　TEL. 03-6891-3730
ホームページ https://www.carbon.co.jp

（2023年6月30日現在）

証券コード 5302
発行可能株式数 40,000,000株
発行済株式数［普通株式数］ 11,832,504株
株主数 17,164名
上場取引所 東京証券取引所プライム市場
単元株式数 100株
株主名簿管理人 みずほ信託銀行株式会社

お問合せ先
みずほ信託銀行株式会社　証券代行部
〒168-8507　東京都杉並区和泉2-8-4　TEL. 0120-288-324（フリーダイヤル）

氏名または名称 所有株式数（百株） 持株比率（%）
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 15,358 13.83
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 7,074 6.37
株式会社みずほ銀行 5,517 4.97
SECカーボン株式会社 4,442 4.00
日本生命保険相互会社 3,790 3.41
日本カーボン共栄持株会 1,455 1.31
JP MORGAN CHASE BANK 385781 1,423 1.28
STATE STREET BANK WEST CLIENT - TREATY 505234 1,098 0.99
株式会社三井住友銀行 995 0.90
STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505223 937 0.84

（注） 1. 持株比率は発行済株式数から自己株式数（7,286百株）を控除した上で計算しております。　
    2. 上記の他、株式給付信託（BBT）が所有する当社株式596百株があります。

（2023年6月30日現在）

株主分布

大株主

株式情報

会社情報

個人その他
50,808（百株）

46%

金融商品取引業者
2,054（百株）

2%

金融機関
37,573（百株）

34%

外国法人等
12,853（百株）

12%

その他の法人
7,751（百株）

7%
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